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１．当四半期決算に関する定性的情報

 第１四半期連結会計期間より、在外子会社の収益及び費用の本邦通貨への換算方法について会計方針の変更を行っ

ており、遡及適用後の数値で前年同四半期比較を行っております。詳細は、９ページ「２．四半期連結財務諸表及び

主な注記 （４）四半期連結財務諸表に関する注記事項 （会計方針の変更）」をご覧ください。

 また、第１四半期連結会計期間より、当社グループの事業別セグメントに関する業績評価を行うために使用してい

る財務指標を経常利益から営業利益に変更したことに伴い、セグメント利益を経常利益から営業利益に変更しており

ます。これに伴いセグメントの業績については、売上高及び営業利益を記載するとともに、営業利益の前年同四半期

比較については、遡及適用後の前年同四半期の営業利益と比較を行っております。詳細は、10ページ「２．四半期連

結財務諸表及び主な注記 （４）四半期連結財務諸表に関する注記事項 （セグメント情報）」をご覧ください。

 

（１）経営成績に関する説明 

 当第２四半期連結累計期間のわが国経済は、雇用環境の改善が続くなかで、個人消費は緩やかに持ち直し、政府

の各種政策の効果もあって、景気は、緩やかな回復基調が続いています。 

 住宅建設分野におきましては、持家や分譲住宅の着工はおおむね横ばいに推移しておりますが、これまで好調で

あった賃貸住宅の着工は減少するなど一部で陰りが見られます。一方、公共・商業建築（非住宅）分野におきまし

ては、好調なインバウンド需要を背景として宿泊施設等の着工が好調に推移しております。 

 このような経営環境のもと、当社グループは、2025年を見据えた長期ビジョン『ＧＰ２５』で示しているありた

い姿の実現に向け、平成28年度より３ヵ年の中期経営計画『ＧＰ２５ １st Stage』をスタートさせました。将来

想定されている日本国内の新設住宅の着工減に備え、「公共・商業建築分野」「住宅リフォーム市場」「海外市

場」「産業資材分野」を重点市場と捉えて、新たな取り組みを推進しております。特に、将来の成長に向けた事業

拡大及び新規事業開拓の鍵となる新素材、新製品の開発促進を図るため、全社的な研究開発を担う研究開発拠点と

して、「Ｒ＆Ｄセンター（仮称）」を新設することを決定いたしました。また、９月に開示しました通り、当社グ

ループのＭＤＦ事業及び海外売上の拡大を目的とし、Dongwha New Zealand Limited の株式を取得することを決定

いたしました。これにより、エコ事業のグローバル化と、海外市場での販売拡大を進めてまいります。 

 売上につきましては、公共・商業建築分野において、前年度からの製品投入やスペック活動が徐々に実績につな

がり、売上を伸ばしております。また、海外市場では、ＡＳＥＡＮ及び東アジアにおいて素材を中心に売上を拡大

しました。 

 利益につきましては、石化製品の価格上昇によるコストアップもありましたが、各種コストダウンを進めたこと

などにより、前年度までの収益性を維持することができました。 

 この結果、当第２四半期連結累計期間の業績は、売上高841億94百万円（前年同期比1.7％増）、営業利益39億17

百万円（前年同期比1.9％増）、経常利益45億50百万円（前年同期比13.5％増）、親会社株主に帰属する四半期純

利益29億93百万円（前年同期比11.0％増）となりました。

 

 セグメントの業績は、次のとおりであります。 

 

（住空間事業） 

 住空間事業につきましては、重点市場として位置づけている公共・商業建築分野での売上拡大に努めました。公

共・商業施設向けの室内ドア「ｈａｐｉａ ｐｕｂｌｉｃ(ハピアパブリック)」を発売し、プロユーザーのこだわ

りにお応えできるようなラインアップを揃え、提案の幅を拡充しました。 

 売上につきましては、国内新築住宅市場において昨年度から進めていたビルダーへの提案が実績につながったこ

となどにより、増収となりました。特に、業界初の新技術を採用したシート化粧床材「トリニティ」を始めとした

床材は、販売数量を大幅に伸ばすことができました。 

 利益につきましては、売上増加及び前年度からの収益性を維持できたことなどにより増益となりました。 

 この結果、当第２四半期連結累計期間の業績は、売上高432億34百万円（前年同期比1.3％増）、営業利益22億82

百万円（前年同期比15.9％増）となりました。 

 

（エコ事業） 

 エコ事業につきましては、優れた施工性により市場から高い評価を得ている、耐震天井工法「ダイケンハイブリ

ッド天井」に、新たに３グレードの耐震製品を加えました。本製品は、法規制の対象ではない吊り天井において、

一定の耐震安全性を確保しつつ低コストで施工性のよい耐震対策製品となっており、大型物件の引き合いも増えつ

つあります。 

 売上につきましては、ダイライトにおいて、耐力面材の採用増などにより増収となりました。一方で、ＭＤＦに

おきましては、グループ内での使用量の増加や市場への安定供給のための在庫の適正化などから、売上が減少しま

した。 
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 利益につきましては、原材料やエネルギー関連のコストダウンを進め、前年度までの収益性を維持できました

が、売上減の影響により、減益となりました。 

 この結果、当第２四半期連結累計期間の業績は、売上高275億39百万円（前年同期比2.1％減）、営業利益11億88

百万円（前年同期比24.0％減）となりました。 

 

（エンジニアリング事業） 

 エンジニアリング事業につきましては、ビル、オフィス等の内装工事需要が増えたことに加え、工事領域の拡大

を進めたことやリノベーション会社「パックシステム」の子会社化などにより、売上を拡大することができまし

た。利益につきましては、技能工不足等による原価高騰に対して、技能工の確保並びに現場ごとの管理体制を強化

し、利益の確保に努めました。 

 この結果、当第２四半期連結累計期間の業績は、売上高75億25百万円（前年同期比22.8％増）、営業利益２億32

百万円（前年同期比29.4％増）となりました。 

 

（２）財政状態に関する説明 

 当第２四半期連結会計期間末の資産につきましては、受取手形及び売掛金が前連結会計年度末に比べ49億77百万

円増加したこと等により、資産合計は前連結会計年度末に比べ82億54百万円増加し、1,404億25百万円となりまし

た。

 負債につきましては、未払金が前連結会計年度末に比べ20億31百万円増加したこと等により、負債合計は前連結

会計年度末に比べ35億30百万円増加し、866億15百万円となりました。また、有利子負債は、前連結会計年度末比

16億98百万円減の246億39百万円となりました。

 純資産につきましては、利益剰余金が前連結会計年度末に比べ20億53百万円増加したこと等により、純資産合計

は前連結会計年度末に比べ47億23百万円増加し、538億10百万円となりました。

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

 今後につきましては、金融資本市場の変動や世界景気の下振れによる国内景気の減速、先行きの不透明感からく

る消費の冷え込み、木材チップ、合板、接着剤などの原材料コストや人手不足などによる各種コストの高騰に注意

が必要であります。 

 住宅建設分野におきましては、次の消費増税を見越した需要も一部見込まれますが、市場環境が劇的に改善する

までには至らないことが予想されます。 

 そのような事業環境の中、当社は中期経営計画『ＧＰ２５ １st Stage』に掲げている重点市場での売上拡大を

図ります。重点市場である住宅リフォーム市場、公共・商業建築分野、海外市場に対しさらなる経営資源の投入を

行い、新設住宅着工に依存しない経営体質へ強化してまいります。 

 なお、連結業績予想につきましては、順調に業績は推移しておりますものの、このような不透明な市場動向を踏

まえ、平成29年５月11日に公表いたしました通期連結業績予想を据え置いております。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成29年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成29年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 10,474 11,794 

受取手形及び売掛金 37,772 42,750 

電子記録債権 4,223 3,837 

有価証券 19 19 

商品及び製品 7,455 8,676 

仕掛品 3,546 3,389 

原材料及び貯蔵品 4,339 4,669 

繰延税金資産 2,425 1,930 

その他 2,209 2,091 

貸倒引当金 △110 △110 

流動資産合計 72,356 79,048 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 8,497 8,371 

機械装置及び運搬具（純額） 10,982 10,961 

土地 14,254 13,222 

建設仮勘定 451 769 

その他（純額） 1,917 2,060 

有形固定資産合計 36,103 35,385 

無形固定資産    

のれん 195 172 

ソフトウエア 2,229 2,101 

その他 312 488 

無形固定資産合計 2,738 2,762 

投資その他の資産    

投資有価証券 16,471 18,886 

退職給付に係る資産 1,776 1,668 

繰延税金資産 207 215 

その他 2,505 2,463 

貸倒引当金 △41 △43 

投資その他の資産合計 20,919 23,189 

固定資産合計 59,760 61,337 

繰延資産 54 39 

資産合計 132,171 140,425 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成29年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成29年９月30日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 21,000 22,126 

電子記録債務 3,405 5,360 

短期借入金 6,232 5,734 

1年内償還予定の社債 5,000 5,000 

1年内返済予定の長期借入金 4,143 3,608 

未払金 17,829 19,861 

未払法人税等 1,088 586 

賞与引当金 2,153 2,068 

製品保証引当金 1,108 991 

その他 3,607 3,584 

流動負債合計 65,569 68,922 

固定負債    

社債 5,400 5,400 

長期借入金 5,378 4,736 

繰延税金負債 1,633 2,772 

製品保証引当金 1,316 1,038 

退職給付に係る負債 3,401 3,403 

負ののれん 43 38 

その他 341 302 

固定負債合計 17,515 17,692 

負債合計 83,084 86,615 

純資産の部    

株主資本    

資本金 13,150 13,150 

資本剰余金 11,943 11,943 

利益剰余金 18,896 20,950 

自己株式 △1,430 △1,430 

株主資本合計 42,559 44,612 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 4,762 6,385 

繰延ヘッジ損益 97 195 

為替換算調整勘定 △194 257 

退職給付に係る調整累計額 △609 △373 

その他の包括利益累計額合計 4,055 6,465 

非支配株主持分 2,472 2,732 

純資産合計 49,086 53,810 

負債純資産合計 132,171 140,425 
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第２四半期連結累計期間）

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 

 至 平成28年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成29年９月30日) 

売上高 82,793 84,194 

売上原価 61,605 62,675 

売上総利益 21,188 21,518 

販売費及び一般管理費 17,344 17,601 

営業利益 3,843 3,917 

営業外収益    

受取利息 37 34 

受取配当金 207 239 

負ののれん償却額 5 5 

持分法による投資利益 24 22 

為替差益 － 175 

その他 299 379 

営業外収益合計 573 857 

営業外費用    

支払利息 130 100 

売上割引 70 63 

売上債権売却損 19 11 

為替差損 134 － 

その他 52 49 

営業外費用合計 406 224 

経常利益 4,010 4,550 

特別利益    

固定資産売却益 28 2 

投資有価証券売却益 1 － 

国庫補助金 371 － 

その他 90 － 

特別利益合計 491 2 

特別損失    

固定資産売却損 3 3 

固定資産除却損 51 126 

固定資産圧縮損 371 － 

減損損失 75 － 

投資有価証券評価損 107 2 

その他 1 － 

特別損失合計 610 132 

税金等調整前四半期純利益 3,891 4,420 

法人税、住民税及び事業税 616 513 

法人税等調整額 450 767 

法人税等合計 1,067 1,280 

四半期純利益 2,824 3,139 

非支配株主に帰属する四半期純利益 126 145 

親会社株主に帰属する四半期純利益 2,697 2,993 
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（四半期連結包括利益計算書）

（第２四半期連結累計期間）

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 

 至 平成28年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成29年９月30日) 

四半期純利益 2,824 3,139 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △279 1,623 

繰延ヘッジ損益 △580 130 

為替換算調整勘定 △1,245 564 

退職給付に係る調整額 181 236 

持分法適用会社に対する持分相当額 0 0 

その他の包括利益合計 △1,923 2,555 

四半期包括利益 900 5,695 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 1,211 5,403 

非支配株主に係る四半期包括利益 △310 291 
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 

 至 平成28年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成29年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純利益 3,891 4,420 

減価償却費 1,704 1,853 

減損損失 75 － 

固定資産除却損 51 126 

固定資産売却損益（△は益） △24 1 

投資有価証券売却損益（△は益） △1 － 

投資有価証券評価損益（△は益） 107 2 

のれん償却額 △3 17 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 0 2 

賞与引当金の増減額（△は減少） 162 △87 

製品保証引当金の増減額（△は減少） △173 △394 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 297 110 

受取利息及び受取配当金 △244 △273 

支払利息 130 100 

為替差損益（△は益） 189 △3 

持分法による投資損益（△は益） △24 △22 

売上債権の増減額（△は増加） △1,778 △4,527 

たな卸資産の増減額（△は増加） 855 △1,239 

仕入債務の増減額（△は減少） △793 5,190 

未払費用の増減額（△は減少） △15 2 

その他 920 375 

小計 5,326 5,654 

利息及び配当金の受取額 244 273 

利息の支払額 △129 △98 

法人税等の支払額 △539 △865 

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,902 4,963 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出 △1,965 △1,782 

有形固定資産の売却による収入 363 1,170 

投資有価証券の取得による支出 △0 △52 

投資有価証券の売却及び償還による収入 2 185 

その他 △580 △581 

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,180 △1,059 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） △406 △540 

長期借入れによる収入 1,300 58 

長期借入金の返済による支出 △2,316 △1,235 

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △21 △23 

自己株式の取得による支出 △0 △0 

配当金の支払額 △572 △940 

非支配株主への配当金の支払額 △9 △31 

連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得に

よる支出 
△408 － 

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,435 △2,712 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △360 128 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △74 1,320 

現金及び現金同等物の期首残高 11,134 10,474 

現金及び現金同等物の四半期末残高 11,060 11,794 
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（４）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

 

（会計方針の変更）

（在外子会社の収益及び費用の本邦通貨への換算方法の変更）

 在外子会社の収益及び費用は、従来、子会社の決算日又は仮決算日の直物為替相場により円貨に換算しておりま

したが、在外子会社における海外売上高の重要性が今後さらに増加する見込みであることから、一時的な為替相場

の変動による期間損益への影響を緩和し、在外子会社の業績をより適切に連結財務諸表に反映させるため、第１四

半期連結会計期間より期中平均相場により円貨に換算する方法に変更しております。 

 当該会計方針の変更は遡及適用され、前第２四半期連結累計期間及び前連結会計年度については遡及適用後の四

半期連結財務諸表及び連結財務諸表となっております。

 この結果、遡及適用を行う前と比べて、前第２四半期連結累計期間の売上高が71百万円、営業利益が12百万円、

経常利益が８百万円、税金等調整前四半期純利益が８百万円それぞれ増加しております。また、前連結会計年度の

期首の純資産に累積的影響額が反映されたことにより、利益剰余金の前期首残高は205百万円減少し、為替換算調

整勘定の前期首残高は同額増加しております。

 

（セグメント情報）

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

              （単位：百万円） 

  報告セグメント 

その他 
(注)１ 

合計 調整額 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
(注)２ 

 
住空間 
事業 

エコ事業 
エンジニ 
アリング 
事業 

計 

売上高                

外部顧客への売上高 42,696 28,126 6,127 76,950 5,843 82,793 － 82,793 

セグメント間の内部
売上高又は振替高 

323 2,791 947 4,061 217 4,278 △4,278 － 

計 43,019 30,917 7,074 81,011 6,060 87,072 △4,278 82,793 

セグメント利益 1,968 1,563 179 3,712 131 3,843 － 3,843 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、合板等の商品の仕入販売等を含

んでおります。

 ２．セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

 「その他」セグメントにおいて、当第２四半期連結会計期間に遊休資産について帳簿価額を回収可能価額まで 

減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。
 
（のれんの金額の重要な変動）

 該当事項はありません。
 
（重要な負ののれん発生益）

 該当事項はありません。
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Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

              （単位：百万円） 

  報告セグメント 

その他 
(注)１ 

合計 調整額 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
(注)２ 

 
住空間 
事業 

エコ事業 
エンジニ 
アリング 
事業 

計 

売上高                

外部顧客への売上高 43,234 27,539 7,525 78,299 5,895 84,194 － 84,194 

セグメント間の内部
売上高又は振替高 

362 1,756 815 2,934 － 2,934 △2,934 － 

計 43,596 29,296 8,340 81,233 5,895 87,128 △2,934 84,194 

セグメント利益 2,282 1,188 232 3,703 213 3,917 － 3,917 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、合板等の商品の仕入販売等を含

んでおります。

 ２．セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

 該当事項はありません。
 
（のれんの金額の重要な変動）

 該当事項はありません。
 
（重要な負ののれん発生益）

 該当事項はありません。

 

３．報告セグメントの変更等に関する事項

 第１四半期連結会計期間より、当社グループの事業別セグメントに関する業績評価を行うために使用している財

務指標を経常利益から営業利益に変更したことに伴い、セグメント利益を経常利益から営業利益に変更しておりま

す。また、「会計方針の変更」に記載のとおり、第１四半期連結会計期間より、在外子会社の収益及び費用の本邦

通貨への換算方法について会計方針の変更を行っております。これに伴い、前第２四半期連結累計期間のセグメン

ト情報については、遡及適用後の数値で記載し、セグメント利益についても営業利益を記載しております。

 この結果、前第２四半期連結累計期間の売上高は、遡及適用を行う前と比べて「住空間事業」セグメントで24百

万円、「エコ事業」セグメントで41百万円、「その他」セグメントで５百万円それぞれ増加しております。 

 

 

- 10 -

大建工業㈱（7905）　平成30年３月期　第２四半期決算短信


	102-2Q決算短信　サマリー情報201710250900
	102-2Q決算短信　添付資料



